
 

耐震型ダクタイル鉄管の自動管路設計システムの研究 

１． はじめに 

年々、水道管路の経年化率が上昇する一方で管路の更新率は低下し 1%未満の水準で推移してい

る。管路更新が進まない理由の一つに管路設計業務の技術的および時間的な負荷が高いことが考え

られる。著者らは、多くの技術職員が退職を迎える中で管路更新を促進するには管路設計業務の効

率化が不可欠であると考え、耐震型ダクタイル鉄管管路を自動で設計できる自動管路設計システム

の開発に取り組んだ。その内容について以下に報告する。 
２． 耐震型ダクタイル鉄管管路の設計方法 

（１）管割検討 

背景図上に示される管路の布設計画線に従い、直管および異形管のラインアップから適切な管材

料を選択し、計画線に沿って一つずつ配置する。緩いカーブ区間等の異形管だけでは管路を計画線

に沿わせることが難しい場所は、直管継手を屈曲させて管路位置を微調整する必要があり、この作

業に時間がかかることが多い。 
（２）一体化検討 

管内水圧によって管路が移動することを防止するため、異形管周囲の所定の範囲の管路を伸縮も

屈曲もしない離脱防止継手を用いて一体化する。基本的な一体化検討手法は文献 1)に示されている

が、異形管の近接など複雑な管路の一体化検討 
には技術やノウハウが求められ、設計者の技量 
によって検討結果がばらつくことがある。 
３． 自動管路設計システムの概要 

（１）コンセプト 

経験の浅い技術職員でも計画線や設計条件を 
入力すれば簡単かつ短時間で耐震型ダクタイル 
鉄管管路を自動で設計し、管路詳細図を作成で 
きる自動管路設計システムを開発した。技術者 
が人力で設計する場合と比較し、表１に示すよ 
う短時間で管路設計を行える。 

（２）自動管路設計フロー 

自動管路設計フローを図１に示す。始めに、管路の計画線を含む設計 

条件を入力する。計画線は IP 点（管路の端点および異形管を設置する 

箇所）および計画線上に一定間隔で配置する制御点（以下 CP 点という） 

の座標により点データに変換する。これらを入力として使用材料の決定、 

早見表 1) による一体化検討、直管継手の屈曲を利用した管路位置の調整 

を自動で行い、最後に図面などを作成し出力する。 

○東脇正明（クボタ）  丸山 喜久（千葉大学大学院） 
     林 光夫（クボタ） 
 
 

図１ 自動設計フロー 
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表１ 自動管路設計システムでの設計時間 

項目 自動管路設計システム 人力による管路設計

設計時間
(200m程度の管路)

条件入力：　15分
設計演算：　  1分
計　　　　 ：　16分

4時間程度

設計品質
熟練技術者による

設計と同程度
―

必要な
技術・ﾉｳﾊｳ

・基本的なCAD操作
・基本的な工事知識

・高度なCAD編集操作
・管材料の知識
・管路調整のテクニック
・一体化検討のノウハウ
・切管時の処理、等
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耐震型ダクタイル鉄管の自動管路設計システムの研究 

４． 開発結果 

主要な開発要素である管路位置の自動調整および一体化自動検討機能の開発結果について述べる。 

（１）管路位置の自動調整 

最適化手法の一つである遺伝的アルゴリズムを用い、IP 点および CP 点と管路の離隔が許容値（本

開発では 20cm としたが変更可能）以下になるように直管継手を屈曲させ管路位置を自動で調整す

る機能を開発した。本機能をモデルケースに適用した結果を図２に示す。概ね計画線に沿った管路

を得ることができ、IP 点および CP 点と管路の離隔の最大値はそれぞれ 7.3cm、3.7cm であった。 

（２）一体化自動検討 

一体化長さ早見表 1)を用いた検討手法に従い、離脱防止継手により一体化すべき継手を自動で特

定する機能を開発した。文献 1)だけでは判断が難しく、これまで設計者の判断が必要であった複雑

な管路形状に対しても検討手法を整理し自動化した。前節と同様、本機能をモデルケースに適用し

た結果を図２に示す。演算結果に示す「L」マークの継手が離脱防止継手として判定された継手であ

る。この結果と管路設計技術者の検討結果と照合し、正しく検討できていることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）工事事例での機能検証 

収集した 54 件の実際の工事事例を対象 

に自動管路設計を行った。その結果の一部 

を表２に示す。延長が長い管路の一部で計 

算時間が 5分を超えるケースがあったが、 

いずれの事例においても離隔 20cm 以内、 

かつ正しく一体化検討された管路を出力す 

ることができた。 

５． おわりに 

開発した自動設計機能は良好な性能を有していることが確認できた。今後、これらの機能を搭載

した自動管路設計システムを開発し、管路設計業務の効率化を通じて管路更新の促進に貢献したい。 
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図２ モデルケースへの適用結果 

表２ 工事事例への適用結果 

平均(cm) 最大(cm)
1 100 1,545 ○ ○ 418.1 3.1 9.8
2 100 773 ○ ○ 209.5 2.6 7.6
3 100 155 ○ ○ 37.6 1.3 5.0

1)　管路設計技術者が不具合が無いと判断した場合に「○」とした。
2)　全てのIP点及びCP点において離隔が20cm以内に収まる場合に「○」とした。
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